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（（３３））障障害害児児通通所所支支援援等等のの充充実実  

障害のある児童が必要なサービスを利用できるように、児童福祉法に基づく障害児通

所支援等のサービスを提供するとともに、サービスの質と量の確保を行います。 

 

①①  障障害害児児通通所所支支援援等等のの充充実実  

事業名 内   容 

112277..  

障障害害児児相相談談支支援援  

【【新新規規】】  

・ 適切なサービスの利用ができるよう障害児通所支援を利用す

る前に障害児支援利用計画を作成し、通所支援開始後、一定期

間ごとにモニタリング等を実施します。 

112288..  

児児童童発発達達支支援援  

・ 障害のある児童（療育の必要な児童）に、日常生活における基

本的な動作の指導、集団生活への適応訓練等の適切な療育を行

い、健全な育成を支援します。 

・ 医療型児童発達支援では、上記と併せて治療を提供します。 

112299..  

居居宅宅訪訪問問型型児児童童発発達達  

支支援援【【新新規規】】  

・ 重度の障害等により外出が困難な障害のある児童に対し、居宅

において児童発達支援を行います。 

113300..  

保保育育所所等等訪訪問問支支援援  

【【新新規規】】  

・ 障害児施設で指導経験のある児童指導員や保育士が、保育所な

どを２週間に１回程度訪問し、障害のある児童や保育所などの

スタッフに対し、障害のある児童が集団生活に適応するための

専門的な支援を行います。 

 

②②  放放課課後後対対策策  

事業名 内   容 

113311..  

放放課課後後児児童童健健全全育育成成  

事事業業（（学学童童ククララブブ））  

・ 放課後に親が不在である小学生を対象に、全ての学童クラブで

障害のある児童の受け入れを実施します。 

113322..  

放放課課後後等等デデイイササーービビスス  

・ 学齢期の児童を対象に、生活能力を伸ばす訓練や社会との交流

を促進する活動を放課後や休日に行います。医療型児童発達支

援では、上記と併せて治療を提供します。 
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第第６６章章  障障害害福福祉祉計計画画（（第第６６期期））  
 

１１  ササーービビススのの内内容容  

 

障害者総合支援法に基づき、市が提供するサービスの内容は次のとおりです。 

 

◇自立支援給付（障害福祉サービス） 

訪問系サービス（主として自宅において提供される支援サービス） 

 
居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅で、食事・排せつ・入浴の介護など、日常生活上の支援を行うサ

ービス 

 

重度訪問介護 
常に介護を必要とする人に、自宅で、食事・排せつ・入浴の介護、外

出時における移動支援などを総合的に行うサービス 

 

同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害のある人の外出に

同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護などを提

供するサービス 

 

行動援護 
知的障害・精神障害により行動に著しい困難のある人に、行動の際の

危険回避、その他の支援を行うサービス 

 

重度障害者等包括支援 
常に介護を必要とし、その介護の必要性がとても高い人に、居宅介護

など複数のサービスを包括的に提供するサービス 

日中活動系サービス（施設などを利用し、主として昼間に提供される支援サービス） 

 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、食事・排せつ・入浴の介護等を行

うとともに、創作的活動、又は生産活動の機会を提供するサービス 

 
自立訓練 

（機能訓練） 

身体障害のある人に、一定期間、身体機能の向上のために必要な訓練

やその他の支援を提供するサービス 

 
自立訓練 

（生活訓練） 

知的障害・精神障害のある人に、一定期間、日常生活能力向上のため

に必要な訓練やその他の支援を提供するサービス 

 

就労移行支援 

就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識・能力の向上に必

要な訓練などを提供するとともに、一般就労への移行に向けた支援

を行うサービス 
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日中活動系サービス（施設などを利用し、主として昼間に提供される支援サービス） 

 
就労継続支援 

（Ａ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、主に雇用契約により働く場を提供

するとともに、一般就労への移行に向けた支援を行うサービス 

 
就労継続支援 

（Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、雇用契約無しで、職業訓練を中心

とした働く場を提供するとともに、一般就労への移行に向けた支援を

行うサービス 

 

就労定着支援 
就労移行支援等を利用し、一般就労に移行した人に対し、就労に伴う

環境変化による生活面の課題を支援するサービス 

 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管

理その他必要な支援を提供するサービス 

 
短期入所 

（ショートステイ） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、

食事・排せつ・入浴の介護などを提供するサービス 

居住系サービス（施設などにおいて、主として夜間や休日に提供される支援サービス） 

 

自立生活援助 
施設入所、又はグループホームに入居していた人や精神科病院等を退

院した人が自宅で安心した生活を送れるよう支援するサービス 

 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日に食事・排せつ・入浴の介護その他

必要な支援を提供するサービス 

 
共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活を行う住居で、相談、その他日常生活に必要な支援を提供す

るサービス 

相談支援サービス 

 

計画相談支援 

サービス利用支援及び継続サービス利用支援を指し、障害福祉サービ

ス等の利用の開始や継続に際して、障害のある人の心身の状況、その

置かれている環境等を勘案し、利用計画を作成するサービス 

 

地域移行支援 

障害者支援施設等に入所している障害のある人、又は精神科病院に入

院している精神障害のある人に住居の確保、その他の地域における生

活に移行するために活動に関する相談、その他の便宜を供与するサー

ビス 

 

地域定着支援 

居宅において単身等の状況で生活する障害者に対して、当該障害者と

常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急事態等に

対し、相談その他の便宜を供与するサービス 
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第第６６章章  障障害害福福祉祉計計画画（（第第６６期期））  
 

１１  ササーービビススのの内内容容  

 

障害者総合支援法に基づき、市が提供するサービスの内容は次のとおりです。 

 

◇自立支援給付（障害福祉サービス） 

訪問系サービス（主として自宅において提供される支援サービス） 

 
居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅で、食事・排せつ・入浴の介護など、日常生活上の支援を行うサ

ービス 

 

重度訪問介護 
常に介護を必要とする人に、自宅で、食事・排せつ・入浴の介護、外

出時における移動支援などを総合的に行うサービス 

 

同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害のある人の外出に

同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護などを提

供するサービス 

 

行動援護 
知的障害・精神障害により行動に著しい困難のある人に、行動の際の

危険回避、その他の支援を行うサービス 

 

重度障害者等包括支援 
常に介護を必要とし、その介護の必要性がとても高い人に、居宅介護

など複数のサービスを包括的に提供するサービス 

日中活動系サービス（施設などを利用し、主として昼間に提供される支援サービス） 

 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、食事・排せつ・入浴の介護等を行

うとともに、創作的活動、又は生産活動の機会を提供するサービス 

 
自立訓練 

（機能訓練） 

身体障害のある人に、一定期間、身体機能の向上のために必要な訓練

やその他の支援を提供するサービス 

 
自立訓練 

（生活訓練） 

知的障害・精神障害のある人に、一定期間、日常生活能力向上のため

に必要な訓練やその他の支援を提供するサービス 

 

就労移行支援 

就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識・能力の向上に必

要な訓練などを提供するとともに、一般就労への移行に向けた支援

を行うサービス 
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◇地域生活支援事業 

地域生活支援事業 

（地域の特性や利用者の状況に応じて、自治体の創意工夫により実施する事業） 

必 

須 

事 

業 

理解促進研修・啓発事業 
市民に対して、障害のある人等に対する理解を深めるための研修や

啓発を行う事業 

自発的活動支援事業 
障害のある人等やその家族、市民等が自発的に行う活動に対する支

援事業 

相談支援事業 

総合的な相談、情報提供や権利擁護のための支援等を行う事業 

①相談支援事業 

地域活動支援センターにおいて、相談に応じ、情報の提供及

び助言、障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行う事

業。また、課題に対して、地域の実情に合った方策を協議するた

め自立支援協議会を実施する事業 

②基幹相談支援センター等機能強化事業 

センターへの専門的職員の配置や相談支援体制の強化、地域

移行・地域定着促進の取組を行う事業 

③住宅入居等支援事業 

賃貸の住宅への入居に当たって、入居に係る手続等の支援や

関係機関からの支援が受けられるよう調整を図る事業 

成年後見制度利用支援 

事業 
成年後見制度を利用することを支援する事業 

成年後見制度法人後見 

支援事業 
法人後見の活動を支援する事業 

意思疎通支援事業 手話通訳者、要約筆記者の派遣や手話通訳者の設置等を行う事業 

日常生活用具給付事業 
補装具以外の機器で、日常生活を便利、又は容易にするものの給付等

を行う事業 

手話通訳者養成研修事業 手話通訳者を養成するための講習会を行う事業 

点字奉仕員養成研修事業 点字奉仕員を養成するための講習会を行う事業 

移動支援事業 円滑に外出できるよう、移動を支援する事業 

地域活動支援センター 創作的活動等の機会の提供、社会との交流等を行う事業 
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地域生活支援事業 

（地域の特性や利用者の状況に応じて、自治体の創意工夫により実施する事業） 

任 

意 

事 

業 

福祉ホームの運営 

居宅において生活することが困難な障害のある人に、低額な料金で、

居室等を利用させるとともに、施設の管理、利用者の日常に関する相

談、助言、福祉事務所等関係機関との連絡、調整等を行う事業 

訪問入浴サービス 
重度の身体障害のある人に対して訪問により在宅で入浴サービスを

提供する事業 

日中一時支援事業 

障害のある人の日中における活動の場を確保し、障害のある人等の

家族の就労支援及び障害のある人等を日常的に介護している家族の

一時的な休息を図る事業 

レクリエーション活動 

等支援 

障害のある人の体力増強、交流、余暇等に資するため及び障害のある

人等がスポーツに触れる機会を提供するため、各種レクリエーショ

ン事業や大会・運動会等を開催する事業 

視覚障害者向け広報等 

読み上げ機能 

音声読み上げ機能の付いた広報紙閲覧アプリの利用やホームページ

上での広報紙の全文（グラフなどは除く）の掲載 

自動車運転免許取得助 

成 
自動車運転免許を取得するために要した経費の一部を助成する事業 

自動車改造助成 自動車の改造に要した費用を助成する事業（限度額あり） 
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◇地域生活支援事業 

地域生活支援事業 

（地域の特性や利用者の状況に応じて、自治体の創意工夫により実施する事業） 

必 

須 

事 

業 

理解促進研修・啓発事業 
市民に対して、障害のある人等に対する理解を深めるための研修や

啓発を行う事業 

自発的活動支援事業 
障害のある人等やその家族、市民等が自発的に行う活動に対する支

援事業 

相談支援事業 

総合的な相談、情報提供や権利擁護のための支援等を行う事業 

①相談支援事業 

地域活動支援センターにおいて、相談に応じ、情報の提供及

び助言、障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行う事

業。また、課題に対して、地域の実情に合った方策を協議するた

め自立支援協議会を実施する事業 

②基幹相談支援センター等機能強化事業 

センターへの専門的職員の配置や相談支援体制の強化、地域

移行・地域定着促進の取組を行う事業 

③住宅入居等支援事業 

賃貸の住宅への入居に当たって、入居に係る手続等の支援や

関係機関からの支援が受けられるよう調整を図る事業 

成年後見制度利用支援 

事業 
成年後見制度を利用することを支援する事業 

成年後見制度法人後見 

支援事業 
法人後見の活動を支援する事業 

意思疎通支援事業 手話通訳者、要約筆記者の派遣や手話通訳者の設置等を行う事業 

日常生活用具給付事業 
補装具以外の機器で、日常生活を便利、又は容易にするものの給付等

を行う事業 

手話通訳者養成研修事業 手話通訳者を養成するための講習会を行う事業 

点字奉仕員養成研修事業 点字奉仕員を養成するための講習会を行う事業 

移動支援事業 円滑に外出できるよう、移動を支援する事業 

地域活動支援センター 創作的活動等の機会の提供、社会との交流等を行う事業 
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２２  成成果果目目標標  

 

「府中市障害福祉計画（第６期）」では、障害福祉計画に係る国の基本指針に基づき、

障害のある人の地域生活への移行、地域生活支援及び就労支援等に関する成果目標を定

めています。成果目標は次のとおりです。 

 

（（１１））施施設設入入所所者者のの地地域域生生活活へへのの移移行行にに関関すするる目目標標  

国の指針では、令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上を令和５年度末までに地

域生活へ移行すること、施設入所者数を令和元年度末時点から令和５年度末までに   

1.６％以上の削減することを定めています。ただし、第５期計画で未達成人数がいた場合

は、その人数を含めることを定めています。 

以上に従い、本市では、以下のように成果目標を設定します。 

  

項目 数 値 考え方 

令和元年度末時点の入所者数（A） 149人 令和２年3月３１日時点の数 

第６期計画で求められる地域移行者数 
（Ｂ） 

９人 
（6.0%） 

第６期計画の成果目標として求められ
る地域生活移行者数 

第５期計画の地域生活移行者の未達成
人数（Ｃ） 

８人 
第５期計画における令和元年度末まで
の未達成人数 

【目標値】 
地域生活移行者数（B＋Ｃ） 

17人 
（11.4%） 

令和5年度末までに地域生活に移行す
る人の目標数 

新たな施設入所者（Ｄ） ６人 
令和５年度末までに新たに施設入所支
援が必要な利用人員見込み 

令和５年度末時点の入所者数（Ｅ） 138人 
令和５年度末の利用人員見込み 
（Ａ－（B＋Ｃ）＋Ｄ） 

【目標値】 
施設入所者削減見込み数 

11人 
（7.4%） 

差引減少見込数 
（Ａ－Ｅ） 
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（（２２））地地域域生生活活支支援援拠拠点点等等のの整整備備  

国の指針では、令和５年度末までに、障害のある人の地域生活を支援する機能の集約

を行う拠点等を、市町村圏域ごとに１か所以上整備することを定めています。また、機能

の充実のため、年１回以上の運用状況の検証及び検討することを基本としています。 

以上に従い、本市では、相談、体験の機会や場の提供、緊急時の対応、専門性の確保、

地域の体制づくり等の機能を既存の支援機関、施設、障害福祉サービス提供事業所等が

分担して担う、面的整備型※の地域生活支援拠点等を令和２年度末までに１か所整備する

予定です。令和３年度以降は地域生活支援拠点等の運用について検証及び検討を重ねな

がら、充実を図ります。 

 

項目 数値 考え方 

令和元年度末の拠点数 ０か所 令和２年３月３１日時点の数 

【目標値】 
令和５年度末の拠点数 

１か所 令和６年３月３１日時点の目標 

【目標値】 
運用状況の検証及び検討回数 

年１回 
年間の運用状況の検証及び検討の目標
回数 

※ 地域生活支援拠点等には多機能拠点整備型と面的整備型があります。面的整備型については、６６ペ
ージをご参照ください。 

 

（（３３））福福祉祉施施設設かからら一一般般就就労労へへのの移移行行等等  

①①  一一般般就就労労へへのの移移行行者者数数  

国の指針では、令和５年度における福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生

活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援を行う事業をいう。）を通じて一般就労

への移行実績を、令和元年度の１．２７倍以上にすることを定めています。ただし、第５

期計画で未達成人数がいた場合は、その人数を含めることを定めています。 

以上に従い、本市では、以下のように成果目標を設定します。 

  

項目 数値 考え方 

就労移行支援事業等を利用した 
令和元年度の年間一般就労者数（A） 

23人 
平成３１年４月１日から令和２年3月
３１日までに就労移行支援事業等を利
用し、一般就労した人の数 

第６期計画で求められる令和５年度の
年間一般就労者数（Ｂ） 

30人 
（130.4%） 

第６期計画の成果目標として求められ
る一般就労する人の数 

第５期計画の年間一般就労者数の未達
成人数（Ｃ） 

７人 
第５期計画における令和元年度末まで
の未達成人数 

【目標値】 
就労移行支援事業等を利用した令和５
年度の年間一般就労者数（B＋Ｃ） 

37人 
（160.9%） 

令和５年度において就労移行支援事業
等を利用し、一般就労する人の数 
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２２  成成果果目目標標  

 

「府中市障害福祉計画（第６期）」では、障害福祉計画に係る国の基本指針に基づき、

障害のある人の地域生活への移行、地域生活支援及び就労支援等に関する成果目標を定

めています。成果目標は次のとおりです。 

 

（（１１））施施設設入入所所者者のの地地域域生生活活へへのの移移行行にに関関すするる目目標標  

国の指針では、令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上を令和５年度末までに地

域生活へ移行すること、施設入所者数を令和元年度末時点から令和５年度末までに   

1.６％以上の削減することを定めています。ただし、第５期計画で未達成人数がいた場合

は、その人数を含めることを定めています。 

以上に従い、本市では、以下のように成果目標を設定します。 

  

項目 数 値 考え方 

令和元年度末時点の入所者数（A） 149人 令和２年3月３１日時点の数 

第６期計画で求められる地域移行者数 
（Ｂ） 

９人 
（6.0%） 

第６期計画の成果目標として求められ
る地域生活移行者数 

第５期計画の地域生活移行者の未達成
人数（Ｃ） 

８人 
第５期計画における令和元年度末まで
の未達成人数 

【目標値】 
地域生活移行者数（B＋Ｃ） 

17人 
（11.4%） 

令和5年度末までに地域生活に移行す
る人の目標数 

新たな施設入所者（Ｄ） ６人 
令和５年度末までに新たに施設入所支
援が必要な利用人員見込み 

令和５年度末時点の入所者数（Ｅ） 138人 
令和５年度末の利用人員見込み 
（Ａ－（B＋Ｃ）＋Ｄ） 

【目標値】 
施設入所者削減見込み数 

11人 
（7.4%） 

差引減少見込数 
（Ａ－Ｅ） 
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また、国の指針では、就労移行支援事業等のうち、就労移行支援事業では令和元年度の

１．３０倍以上、就労継続支援事業（Ａ型）では令和元年度の１．２６倍以上、就労継続

支援事業（Ｂ型）では令和元年度の１．２３倍以上にすることを定めています。 

以上に従い、本市では、以下のように成果目標を設定します。 

 

項目 数値 考え方 

就労移行 
支援事業 

令和元年度の年間一般就
労者数 

19人 
平成31年４月１日から令和２年３月
31日までに就労移行支援事業を利用
し、一般就労した人の数 

【目標値】 
令和５年度の年間一般就
労者数 

29人 
（152.6%） 

令和５年度において就労移行支援事業
を利用し、一般就労する人の数 

就労継続 
支援事業 
（Ａ型） 

令和元年度の年間一般就
労者数 

0人 
平成31年４月１日から令和２年３月
31日までに就労継続支援事業（Ａ型）
を利用し、一般就労した人の数 

【目標値】 
令和５年度の年間一般就
労者数 

2人 
（－%） 

令和５年度において就労継続支援事業
（Ａ型）を利用し、一般就労する人の
数 

就労継続 
支援事業 
（Ｂ型） 

令和元年度の年間一般就
労者数 

4人 
平成31年４月１日から令和２年３月
31日までに就労継続支援事業（Ｂ型）
を利用し、一般就労した人の数 

【目標値】 
令和５年度の年間一般就
労者数 

6人 
（150.0%） 

令和５年度において就労継続支援事業
（Ｂ型）を利用し、一般就労する人の
数 

 

  

②②  就就労労定定着着支支援援事事業業のの利利用用者者数数  

国の指針では、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労への移行す

る人のうち、７０％以上が就労定着支援事業を利用することを定めています。 

以上に従い、本市では、以下のように成果目標を設定します。 

 

項目 数値 考え方 

令和５年度の就労移行支援事業等を利
用した一般就労者数 
※①の目標値 

37人 
令和５年度において就労移行支援事業
等を利用し、一般就労する人の数 

【目標値】 
令和５年度末の就労移行支援事業等を
利用した一般就労者数のうちの就労定
着支援事業の利用者数 

26人 
（70.3％） 

令和５年度において就労移行支援事業
等を利用し、一般就労した人のうち、
就労定着支援事業を利用した人の数 
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③③  就就労労定定着着率率がが８８割割以以上上のの就就労労定定着着支支援援事事業業所所のの割割合合  

国の指針では、令和５年度において、市内の就労定着支援事業所のうち就労定着率（過

去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着者数の割合をい

う。）が８０％以上の事業所を全体の７０％以上とすることを定めています。 

以上に従い、本市では、以下のように成果目標を設定します。 

 

項目 数値 考え方 

令和５年度末の市内の就労定着支援事
業所数 

５事業所 
令和６年３月31日時点の市内の就労
定着支援事業所数の予測 

【目標値】 
令和５年度末の就労定着率が80％以上
の事業所 

４事業所 
（８０％） 

令和６年３月31日時点の市内の就労
定着支援事業所のうち就労定着率が
80％以上の事業所数 

 

（（４４））相相談談支支援援体体制制のの充充実実・・強強化化等等  

国の指針では、令和５年度末までに、基幹相談支援センターなどの総合的・専門的な相

談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを定めてい

ます。 

本市では、既に基幹相談支援センターを設置しているため、今後は基幹相談支援セン

ターの機能の強化に努め、総合的・専門的な相談支援の実施を行います。具体的には、総

合相談、他分野とのネットワークづくり、人材育成等を行うとともに、市内４つの地域生

活支援センター（委託相談支援事業所）を統括する相談機関の相談先になります。 

 

項目 内容 

令和元年度末の地域の相談支援体制の強化を
実施する体制の確保 

基幹相談支援センターを設置 

【目標値】 
令和５年度末の地域の相談支援体制の強化を
実施する体制の確保 

上記体制の維持、取組の充実 
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また、国の指針では、就労移行支援事業等のうち、就労移行支援事業では令和元年度の

１．３０倍以上、就労継続支援事業（Ａ型）では令和元年度の１．２６倍以上、就労継続

支援事業（Ｂ型）では令和元年度の１．２３倍以上にすることを定めています。 

以上に従い、本市では、以下のように成果目標を設定します。 

 

項目 数値 考え方 

就労移行 
支援事業 

令和元年度の年間一般就
労者数 

19人 
平成31年４月１日から令和２年３月
31日までに就労移行支援事業を利用
し、一般就労した人の数 

【目標値】 
令和５年度の年間一般就
労者数 

29人 
（152.6%） 

令和５年度において就労移行支援事業
を利用し、一般就労する人の数 

就労継続 
支援事業 
（Ａ型） 

令和元年度の年間一般就
労者数 

0人 
平成31年４月１日から令和２年３月
31日までに就労継続支援事業（Ａ型）
を利用し、一般就労した人の数 

【目標値】 
令和５年度の年間一般就
労者数 

2人 
（－%） 

令和５年度において就労継続支援事業
（Ａ型）を利用し、一般就労する人の
数 

就労継続 
支援事業 
（Ｂ型） 

令和元年度の年間一般就
労者数 

4人 
平成31年４月１日から令和２年３月
31日までに就労継続支援事業（Ｂ型）
を利用し、一般就労した人の数 

【目標値】 
令和５年度の年間一般就
労者数 

6人 
（150.0%） 

令和５年度において就労継続支援事業
（Ｂ型）を利用し、一般就労する人の
数 

 

  

②②  就就労労定定着着支支援援事事業業のの利利用用者者数数  

国の指針では、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労への移行す

る人のうち、７０％以上が就労定着支援事業を利用することを定めています。 

以上に従い、本市では、以下のように成果目標を設定します。 

 

項目 数値 考え方 

令和５年度の就労移行支援事業等を利
用した一般就労者数 
※①の目標値 

37人 
令和５年度において就労移行支援事業
等を利用し、一般就労する人の数 

【目標値】 
令和５年度末の就労移行支援事業等を
利用した一般就労者数のうちの就労定
着支援事業の利用者数 

26人 
（70.3％） 

令和５年度において就労移行支援事業
等を利用し、一般就労した人のうち、
就労定着支援事業を利用した人の数 
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（（５５））障障害害福福祉祉ササーービビスス等等のの質質をを向向上上ささせせるるたためめのの取取組組にに係係るる体体制制のの  

構構築築  
 

国の指針では、障害福祉サービス等の多様化、サービス事業所の増加に伴い、より一層

事業者が利用者に対して、真に必要とするサービスを適切に提供することが求められて

いるため、令和５年度末までに、市町村において、サービスの質の向上を図るための取組

に係る体制を構築することを定めています。 

本市では、令和３年度から事業者への集団指導の中で、障害者自立審査支払等システ

ム等での審査結果の分析について共有します。 

 

項目 内容 

令和元年度末の障害福祉サービス等の質を 
向上させるための取組に係る体制の構築 

無 

【目標値】 
令和５年度末の障害福祉サービス等の質を 
向上させるための取組に係る体制の構築 

有 
※事業者への集団指導の中で、障害者自立審

査支払等システム等での審査結果の分析結
果を共有する 
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３３  ササーービビスス見見込込量量（（活活動動指指標標））  

 

※ 令和２年度の実績は４月から７月時点までの月当たり実績の数字を記載していますが、

新型コロナウイルス感染症の影響により実績が大幅に減少しているサービスがあります。 

 

（（１１））訪訪問問系系ササーービビスス  

①①  見見込込量量 

重度障害者等包括支援を除くサービス量で、平成３０年度から令和元年度にかけては

増加しているため、今後もサービス量が伸びていくと考えて見込量を設定します。 

 

（時間、人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

訪問系サービス 

サ
ー
ビ
ス
量 

時間 
計画 41,515 43,105 44,695 40,724 41,705 42,693 

実績 36,114 38,210 37,547 

 
％ 計画比 87.0 88.6 84.0 

実
利
用
者
数 

人 
計画 514 524 534 569 589 607 

実績 524 534 503 

 
％ 計画比 101.9 101.9 94.2 

 

①居宅介護 

サ
ー
ビ
ス
量 

時間 
計画 7,440 7,580 7,720 7,777 8,229 8,681 

 実績 6,421 6,873 6,742 
 

 ％ 計画比 86.3 90.7 87.3 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 380 385 390 435 450 465 

 実績 390 405 386 
 

 ％ 計画比 102.6 105.2 99.0 

 

②重度訪問介護 

サ
ー
ビ
ス
量 

時間 
計画 32,900 34,310 35,720 31,914 32,424 32,942 

 実績 28,729 30,330 30,145 
 

 ％ 計画比 87.3 88.4 84.4 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 70 73 76 67 68 69 

 実績 65 65 65 
 

 ％ 計画比 92.9 89.0 85.5 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの月当たり実績 
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（（５５））障障害害福福祉祉ササーービビスス等等のの質質をを向向上上ささせせるるたためめのの取取組組にに係係るる体体制制のの  

構構築築  
 

国の指針では、障害福祉サービス等の多様化、サービス事業所の増加に伴い、より一層

事業者が利用者に対して、真に必要とするサービスを適切に提供することが求められて

いるため、令和５年度末までに、市町村において、サービスの質の向上を図るための取組

に係る体制を構築することを定めています。 

本市では、令和３年度から事業者への集団指導の中で、障害者自立審査支払等システ

ム等での審査結果の分析について共有します。 

 

項目 内容 

令和元年度末の障害福祉サービス等の質を 
向上させるための取組に係る体制の構築 

無 

【目標値】 
令和５年度末の障害福祉サービス等の質を 
向上させるための取組に係る体制の構築 

有 
※事業者への集団指導の中で、障害者自立審

査支払等システム等での審査結果の分析結
果を共有する 
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（時間、人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

 

③同行援護 

サ
ー
ビ
ス
量 

時間 
計画 900 930 960 786 802 818 

 実績 748 795 522 
 

 ％ 計画比 83.1 85.5 54.4 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 51 52 53 55 58 60 

 実績 52 55 45 
 

 ％ 計画比 102.0 105.8 84.9 

 

④行動援護 

サ
ー
ビ
ス
量 

時間 
計画 275 285 295 247 250 252 

 実績 217 212 138 
 

 ％ 計画比 78.9 74.4 46.8 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 13 14 15 12 13 13 

 実績 17 9 7 
 

 ％ 計画比 130.8 64.3 46.7 

 

⑤重度障害者等 

包括支援 

サ
ー
ビ
ス
量 

時間 
計画 0 0 0 0 0 0 

 実績 0 0 0 
 

 ％ 計画比 - - - 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 0 0 0 0 0 0 

 実績 0 0 0 
 

 ％ 計画比 - - - 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの月当たり実績 

 

②②  見見込込量量確確保保ののたためめのの方方策策 

増加見込量を確保するため、サービス提供に関わる事業所・人材を育成します。また、

事業者主体の連絡会を支援し、より質の高いサービスを提供できるように要請します。 
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（（２２））日日中中活活動動系系ササーービビスス  

①①  見見込込量量 

生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援

（Ａ型）、就労継続支援（Ｂ型）、就労定着支援、短期入所（医療型）は、平成３０年度か

ら令和元年度にかけては増加しているため、今後もサービス量が伸びていくと考えて見

込量を設定します。 

療養介護は、平成３０年度から令和元年度にかけては減少していますが、今後も一定

のサービス利用があると考えて３年間一定の見込量を設定します。 

短期入所（福祉型）は、平成３０年度から令和元年度にかけては減少していますが、利

用希望が多いサービスのため、今後もサービス量が微増していくと考えて見込量を設定

します。 

 

（人日、人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

（１）生活介護 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 10,600 10,800 11,000 10,464 10,712 10,965 

実績 9,688 9,800 10,153 
 

％ 計画比 91.4 90.7 92.3 

実
利
用
者
数 

人 
計画 530 540 550 538 545 551 

実績 528 540 551 
 

％ 計画比 99.6 100.0 100.2 

（２）自立訓練 

  （機能訓練） 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 65 70 75 59 64 69 

実績 23 49 53 
 

％ 計画比 35.4 70.0 70.7 

実
利
用
者
数 

人 
計画 4 5 6 5 6 7 

実績 1 3 3 
 

％ 計画比 25.0 60.0 50.0 

（３）自立訓練 

  （生活訓練） 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 160 170 180 425 437 449 

実績 389 401 250 
 

％ 計画比 243.1 235.9 138.9 

実
利
用
者
数 

人 
計画 16 17 18 31 32 33 

実績 28 29 21 
 

％ 計画比 175.0 170.6 116.7 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの 
月当たり実績 
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（時間、人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

 

③同行援護 

サ
ー
ビ
ス
量 

時間 
計画 900 930 960 786 802 818 

 実績 748 795 522 
 

 ％ 計画比 83.1 85.5 54.4 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 51 52 53 55 58 60 

 実績 52 55 45 
 

 ％ 計画比 102.0 105.8 84.9 

 

④行動援護 

サ
ー
ビ
ス
量 

時間 
計画 275 285 295 247 250 252 

 実績 217 212 138 
 

 ％ 計画比 78.9 74.4 46.8 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 13 14 15 12 13 13 

 実績 17 9 7 
 

 ％ 計画比 130.8 64.3 46.7 

 

⑤重度障害者等 

包括支援 

サ
ー
ビ
ス
量 

時間 
計画 0 0 0 0 0 0 

 実績 0 0 0 
 

 ％ 計画比 - - - 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 0 0 0 0 0 0 

 実績 0 0 0 
 

 ％ 計画比 - - - 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの月当たり実績 

 

②②  見見込込量量確確保保ののたためめのの方方策策 

増加見込量を確保するため、サービス提供に関わる事業所・人材を育成します。また、

事業者主体の連絡会を支援し、より質の高いサービスを提供できるように要請します。 
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（人日、人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

（４）就労移行支援 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 1,105 1,190 1,275 1,360 1,473 1,595 

実績 1,045 1,203 1,647 
 

％ 計画比 94.6 101.1 129.2 

実
利
用
者
数 

人 
計画 65 70 75 86 92 98 

実績 68 82 98 
 

％ 計画比 104.6 117.1 130.7 

（５）就労継続支援 

  （Ａ型） 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 585 600 615 657 674 691 

実績 606 623 649 
 

％ 計画比 103.6 103.8 105.5 

実
利
用
者
数 

人 
計画 29 30 31 35 36 37 

実績 32 33 34 
 

％ 計画比 110.3 110.0 109.7 

（６）就労継続支援 

  （Ｂ型） 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 5,615 5,630 5,645 6,597 6,919 7,257 

実績 6,106 6,197 6,008 
 

％ 計画比 108.7 110.1 106.4 

実
利
用
者
数 

人 
計画 400 410 420 441 456 472 

実績 436 449 441 
 

％ 計画比 109.0 109.5 105.0 

（７）就労定着支援 

実
利
用
者
数 

人 
計画 13 16 19 38 44 50 

実績 13 26 29 
 

％ 計画比 100.0 162.5 152.6 

（８）療養介護 

実
利
用
者
数 

人 
計画 36 37 38 37 37 37 

実績 37 36 36 
 

％ 計画比 102.8 97.3 94.7 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの月当たり実績 
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（人日、人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

（９）短期入所 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 900 980 1,060 764 786 809 

実績 775 772 490 
 

％ 計画比 86.1 78.8 46.2 

実
利
用
者
数 

人 
計画 225 246 267 161 163 167 

実績 154 163 96 
 

％ 計画比 68.4 66.3 36.0 

 

①短期入所 

（福祉型） 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 745 810 875 592 595 598 

 実績 636 557 384 
 

 ％ 計画比 85.4 68.8 43.9 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 175 190 205 134 134 135 

 実績 133 133 81 
 

 ％ 計画比 76.0 70.0 39.5 

 

②短期入所 

（医療型） 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 155 170 185 172 191 211 

 実績 139 215 106 
 

 ％ 計画比 89.7 126.5 57.3 

 
実
利
用
者
数 

人 
計画 50 56 62 27 29 32 

 実績 21 30 15 
 

 ％ 計画比 42.0 53.6 24.2 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの月当たり実績 

 

②②  見見込込量量確確保保ののたためめのの方方策策 

増加傾向にある見込量を確保するため、事業所の誘致のための情報提供を行うととも

に、サービス提供に関わる事業所・人材を育成します。また、事業者主体の連絡会を支援

し、より質の高いサービスを提供できるように要請します。 
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（人日、人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

（４）就労移行支援 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 1,105 1,190 1,275 1,360 1,473 1,595 

実績 1,045 1,203 1,647 
 

％ 計画比 94.6 101.1 129.2 

実
利
用
者
数 

人 
計画 65 70 75 86 92 98 

実績 68 82 98 
 

％ 計画比 104.6 117.1 130.7 

（５）就労継続支援 

  （Ａ型） 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 585 600 615 657 674 691 

実績 606 623 649 
 

％ 計画比 103.6 103.8 105.5 

実
利
用
者
数 

人 
計画 29 30 31 35 36 37 

実績 32 33 34 
 

％ 計画比 110.3 110.0 109.7 

（６）就労継続支援 

  （Ｂ型） 

サ
ー
ビ
ス
量 

人日 
計画 5,615 5,630 5,645 6,597 6,919 7,257 

実績 6,106 6,197 6,008 
 

％ 計画比 108.7 110.1 106.4 

実
利
用
者
数 

人 
計画 400 410 420 441 456 472 

実績 436 449 441 
 

％ 計画比 109.0 109.5 105.0 

（７）就労定着支援 

実
利
用
者
数 

人 
計画 13 16 19 38 44 50 

実績 13 26 29 
 

％ 計画比 100.0 162.5 152.6 

（８）療養介護 

実
利
用
者
数 

人 
計画 36 37 38 37 37 37 

実績 37 36 36 
 

％ 計画比 102.8 97.3 94.7 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの月当たり実績 
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（（３３））居居住住系系ササーービビスス  

①①  見見込込量量 

自立生活援助は市内及び近隣市に事業所がないため、平成３０年度、令和元年度の利

用は０人でした。今後、グループホーム利用者の単身生活の移行が進むことで需要が見

込まれます。 

施設入所支援は、成果指標で示したように、地域移行を推進するため、各年度４～５人

ずつ減少していくと見込みます。 

グループホームは、平成３０年度から令和元年度にかけては増加しているため、今後

も人数が伸びていくと考えて見込量を設定します。 

 
（人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

（１）自立生活援助 
人 

計画 10 12 14 3 5 7 

実績 0 0 0 
 

％ 計画比 0.0 0.0 0.0 

（２）施設入所支援 
人 

計画 148 146 144 147 143 138 

実績 151 153 151 
 

％ 計画比 102.0 104.8 104.9 

（３）グループホーム 
人 

計画 200 215 230 231 246 262 

実績 194 214 224 
 

％ 計画比 97.0 99.5 97.4 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの月 
当たり実績 

 

②②  見見込込量量確確保保ののたためめのの方方策策 

施設入所支援は、現状のサービス提供体制を確保しながら、成果目標に沿って、施設入

所者の地域生活への移行を進めます。その中で施設入所者へ住まいに関する希望を継続

的に聞くことについて検討していきます。一方で、障害のある人の高齢化、重度化が進ん

でいることもあり、施設入所を希望する人が増えている現状です。本市としては地域移

行を推進することができるよう、施設入所者に住まいに関する希望を継続的に聞くなど

グループホームを始めとした地域移行・地域定着できる環境を整えます。 

自立生活援助及びグループホームについては、施設入所者の地域生活への移行を進め

るため、増加傾向にある見込量を確保するよう、サービスを担う事業者の新規参入や新

規開設を促し、整備を図ります。特に、身体障害のある人、重度の知的障害のある人又は

強度行動障害のある人が利用できるグループホームの整備が必要です。整備と同時にグ

ループホーム利用者本人の暮らし方、住まいに対する希望を把握することも重要です。 
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計画相談支援で希望を把握し、利用者の暮らし方に対する希望に沿った支援を実施しま

す。 

また、障害のある人が地域のグループホームで生活することへの市民の理解を深める

普及啓発活動を図ることに努めます。 

 

（（４４））相相談談支支援援ササーービビスス  

①①  見見込込量量 

全てのサービスで、平成３０年度から令和元年度にかけては増加しているため、今後

もサービス量が伸びていくと考えて見込量を設定します。 

 

（人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

（１）計画相談支援 
人 

計画 350  380  410  439 526 629 

実績 314  341  383  
 

％ 計画比 89.7  89.7  93.4 

（２）地域移行支援 
人 

計画 5  6  7  11 15 19 

実績 3  6  6  
 

％ 計画比 60.0  100.0  85.7 

（３）地域定着支援 
人 

計画 5  6  7  4 6 8 

実績 2  3  3  
 

％ 計画比 40.0  50.0  42.9 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの月
当たり実績 

※ （２）地域移行支援の計画値は、１０２ページの（１）の目標値（３年間合計値）と、１１４ページの（５）
①の精神障害のある人の地域移行支援の利用者数を合わせた数としています。 
なお、地域移行支援の標準支給決定期間が６月であることや、102ページの（１）の目標値と単位が
異なることから、このページでは月平均に換算して算出しています。 

 

②②  見見込込量量確確保保ののたためめのの方方策策 

計画相談支援は、増加傾向にあるものの、事業所を利用せず、セルフプランでサービス

等利用計画を立てている人も多くいます。事業所の参入を促進し、指定特定相談支援事

業所の増加に努めます。また、相談支援の質を向上するため、相談支援に携わる人材を育

成し、確保します。 

地域移行支援、地域定着支援については、施設入所者、精神科病院入院患者の地域移行

を進めるため、増加傾向にある見込量を確保するよう、府中市障害者等地域自立支援協

議会と連携を図りながら、指定一般相談支援事業所の新規参入や新規開設を促します。

また、精神科病院に入院している方の地域移行に関する意向は、保健、医療及び福祉関係

者による協議の場や基幹相談支援センターを通して把握します。  
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（（３３））居居住住系系ササーービビスス  

①①  見見込込量量 

自立生活援助は市内及び近隣市に事業所がないため、平成３０年度、令和元年度の利

用は０人でした。今後、グループホーム利用者の単身生活の移行が進むことで需要が見

込まれます。 

施設入所支援は、成果指標で示したように、地域移行を推進するため、各年度４～５人

ずつ減少していくと見込みます。 

グループホームは、平成３０年度から令和元年度にかけては増加しているため、今後

も人数が伸びていくと考えて見込量を設定します。 

 
（人／月） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

（１）自立生活援助 
人 

計画 10 12 14 3 5 7 

実績 0 0 0 
 

％ 計画比 0.0 0.0 0.0 

（２）施設入所支援 
人 

計画 148 146 144 147 143 138 

実績 151 153 151 
 

％ 計画比 102.0 104.8 104.9 

（３）グループホーム 
人 

計画 200 215 230 231 246 262 

実績 194 214 224 
 

％ 計画比 97.0 99.5 97.4 

※ 平成３０年度は３月分実績、令和元年度は月当たり実績、令和２年度は４月から７月時点までの月 
当たり実績 

 

②②  見見込込量量確確保保ののたためめのの方方策策 

施設入所支援は、現状のサービス提供体制を確保しながら、成果目標に沿って、施設入

所者の地域生活への移行を進めます。その中で施設入所者へ住まいに関する希望を継続

的に聞くことについて検討していきます。一方で、障害のある人の高齢化、重度化が進ん

でいることもあり、施設入所を希望する人が増えている現状です。本市としては地域移

行を推進することができるよう、施設入所者に住まいに関する希望を継続的に聞くなど

グループホームを始めとした地域移行・地域定着できる環境を整えます。 

自立生活援助及びグループホームについては、施設入所者の地域生活への移行を進め

るため、増加傾向にある見込量を確保するよう、サービスを担う事業者の新規参入や新

規開設を促し、整備を図ります。特に、身体障害のある人、重度の知的障害のある人又は

強度行動障害のある人が利用できるグループホームの整備が必要です。整備と同時にグ

ループホーム利用者本人の暮らし方、住まいに対する希望を把握することも重要です。 
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（（５５））精精神神障障害害ににもも対対応応ししたた地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの構構築築  

①①  精精神神障障害害者者のの相相談談支支援援、、居居住住系系ササーービビススのの利利用用 

現在の実績をもとに、精神病床に入院している精神障害のある人の地域移行が進むこ

とを見込んで、相談支援、居住系サービスの見込量を設定します。 

 

（人／月） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

精神障害者の地域移行支援の利用者数 人 計画 9 12 15 

精神障害者の地域定着支援の利用者数 人 計画 4 6 8 

精神障害者の共同生活援助の利用者数 人 計画 50 55 60 

精神障害者の自立生活援助の利用者数 人 計画 2 4 6 

 

②②  保保健健、、医医療療及及びび福福祉祉関関係係者者にによよるる協協議議のの場場 

保健、医療、福祉、介護、当事者、家族等が参加する協議の場を開催し、精神障害のあ

る人が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができる環境づくりを

推進します。 

（回、人／年） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の一年間の開

催回数 
回 計画 1 1 1 

保健、医療及び福祉関係者

による協議の場への関係者

の参加者数 

保健 人 計画 2 2 2 

医療（精神科） 人 計画 4 4 4 

医療（精神科以外） 人 計画 1 1 1 

福祉 人 計画 6 8 10 

介護 人 計画 3 3 3 

当事者 人 計画 1 2 3 

家族 人 計画 1 1 1 

その他 人 計画 1 1 1 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設

定及び評価の実施回数 
回 計画 1 1 1 
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（（６６））相相談談支支援援体体制制のの充充実実・・強強化化ののたためめのの取取組組  

①①  総総合合的的・・専専門門的的なな相相談談支支援援のの実実施施 

基幹相談支援センターの機能の強化に努め、総合的・専門的な相談支援の実施を行い

ます。 

 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

総合的・専門的相談支援の実施の有無 計画 有 有 有 

 

②②  地地域域のの相相談談支支援援体体制制のの強強化化 

基幹相談支援センターにおいて、地域の相談支援事業者への専門的な指導・助言、人材

育成の支援、相談機関との連携強化の取組を実施します。 

 
（回、件／年） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な 

指導・助言件数 
件 計画 6 6 7 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 件 計画 18 18 18 

地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 回 計画 24 24 24 

 

（（７７））障障害害福福祉祉ササーービビスス等等のの質質をを向向上上ささせせるるたためめのの取取組組  

①①  障障害害福福祉祉ササーービビスス等等にに係係るる各各種種研研修修のの活活用用 

利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供していくための取組として、東京

都が実施する障害福祉サービス等に係る研修への府中市職員の参加を促進します。 

 
（人／年） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

東京都が実施する障害福

祉サービス等に係る研修の

府中市職員の参加人数 

障害支援区分認定調査員研修 人 計画 7 7 7 

障害認定審査会委員研修 人 計画 2 2 2 

障害者虐待防止対策支援研修 人 計画 2 2 2 
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（（５５））精精神神障障害害ににもも対対応応ししたた地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの構構築築  

①①  精精神神障障害害者者のの相相談談支支援援、、居居住住系系ササーービビススのの利利用用 

現在の実績をもとに、精神病床に入院している精神障害のある人の地域移行が進むこ

とを見込んで、相談支援、居住系サービスの見込量を設定します。 

 

（人／月） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

精神障害者の地域移行支援の利用者数 人 計画 9 12 15 

精神障害者の地域定着支援の利用者数 人 計画 4 6 8 

精神障害者の共同生活援助の利用者数 人 計画 50 55 60 

精神障害者の自立生活援助の利用者数 人 計画 2 4 6 

 

②②  保保健健、、医医療療及及びび福福祉祉関関係係者者にによよるる協協議議のの場場 

保健、医療、福祉、介護、当事者、家族等が参加する協議の場を開催し、精神障害のあ

る人が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができる環境づくりを

推進します。 

（回、人／年） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の一年間の開

催回数 
回 計画 1 1 1 

保健、医療及び福祉関係者

による協議の場への関係者

の参加者数 

保健 人 計画 2 2 2 

医療（精神科） 人 計画 4 4 4 

医療（精神科以外） 人 計画 1 1 1 

福祉 人 計画 6 8 10 

介護 人 計画 3 3 3 

当事者 人 計画 1 2 3 

家族 人 計画 1 1 1 

その他 人 計画 1 1 1 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設

定及び評価の実施回数 
回 計画 1 1 1 
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②②  障障害害者者自自立立支支援援審審査査支支払払等等シシスステテムム等等にによよるる審審査査結結果果のの共共有有 

利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供していくための取組として、障害

者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析します。そして、その結果を事業

者への集団指導の中で共有します。 

 
（回／年） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析してその

結果を活用し、事業所等と共有する体制の有無 
計画 有 有 有 

障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析

してその結果を活用し、事業所等と共有する場の開催回数 
回 計画 1 1 1 

 

（（８８））発発達達障障害害者者等等支支援援のの一一層層のの充充実実  

発達障害者及び発達障害児（以下、「発達障害者等」という。）の早期発見・早期支援に

は、発達障害者等及びその家族等への支援が重要であることから、保護者等が子どもの

発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法を身に付け、適切な対応ができるようペア

レントプログラムやペアレントトレーニング、ピアサポート活動等の発達障害者等及び

その家族等に対する支援体制の充実を図ります。 

 
（人／年） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

ペアレントトレーニングの受講者数 

（家族のスキル向上支援事業） 
人 計画 82 82 82 

ペアレントプログラムの受講者数 

（家族のスキル向上支援事業） 
人 計画 51 51 51 

ペアレントメンターの登録人数 

（ペアレントメンター養成等事業） 
人 計画 0 1 2 

ピアサポートの活動への参加人数 

（ピアサポート推進事業） 
人 計画 24 24 24 
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（（９９））地地域域生生活活支支援援事事業業  

①①  見見込込量量 

相談支援事業や地域活動支援センターは、現状の体制を維持します。 

意思疎通支援事業の手話通訳者・要約筆記者派遣事業は、平成３０年度から令和元年

度にかけては増加しているため、今後も伸びていくと考えて見込量を設定します。 

日常生活用具給付等事業は、実績値は計画値を上回っており、第６期も継続して若干

の増加を見込みます。 

移動支援事業、訪問入浴サービスは、地域生活には欠かせないサービスであるため、今

後も増加傾向が続くものとして見込みます。 

 

（か所、人、件、時間、回／年） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

（１）理解促進研修・啓発事業   
計画 有 有 有 有 有 有 

実績 有 有 有  

（２）自発的活動支援事業   
計画 有 有 有 有 有 有 

実績 有 有 有  

（３）相談支援事業           

  ①相談支援事業          

    
ア 障害者相談支援事業 か所 

計画 4 4 4 4 4 4 

    実績 4 4 4  

    
イ 地域自立支援協議会 か所 

計画 1 1 1 1 1 1 

    実績 1 1 １  

  ②基幹相談支援センター等 

  機能強化事業 
  

計画 無 有 有 有 有 有 

  実績 無 無 有  

  
③住宅入居等支援事業   

計画 有 有 有 有 有 有 

  実績 有 有 有  

（４）成年後見制度利用支援事業   
計画 有 有 有 有 有 有 

実績 有 有 有  

（５）成年後見制度法人後見 

支援事業 
  

計画 有 有 有 有 有 有 

実績 有 有 有  

※ 令和２年度は７月時点の実績。 
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②②  障障害害者者自自立立支支援援審審査査支支払払等等シシスステテムム等等にによよるる審審査査結結果果のの共共有有 

利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供していくための取組として、障害

者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析します。そして、その結果を事業

者への集団指導の中で共有します。 

 
（回／年） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析してその

結果を活用し、事業所等と共有する体制の有無 
計画 有 有 有 

障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析

してその結果を活用し、事業所等と共有する場の開催回数 
回 計画 1 1 1 

 

（（８８））発発達達障障害害者者等等支支援援のの一一層層のの充充実実  

発達障害者及び発達障害児（以下、「発達障害者等」という。）の早期発見・早期支援に

は、発達障害者等及びその家族等への支援が重要であることから、保護者等が子どもの

発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法を身に付け、適切な対応ができるようペア

レントプログラムやペアレントトレーニング、ピアサポート活動等の発達障害者等及び

その家族等に対する支援体制の充実を図ります。 

 
（人／年） 

項目名 区分 

第６期 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

ペアレントトレーニングの受講者数 

（家族のスキル向上支援事業） 
人 計画 82 82 82 

ペアレントプログラムの受講者数 

（家族のスキル向上支援事業） 
人 計画 51 51 51 

ペアレントメンターの登録人数 

（ペアレントメンター養成等事業） 
人 計画 0 1 2 

ピアサポートの活動への参加人数 

（ピアサポート推進事業） 
人 計画 24 24 24 
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（か所、人、件、時間、回／年） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

(6)意思疎通支援事業 

 ①手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

  

実利用者数 
人 

計画 54 56 58 64 66 68 

  実績 51 60 32  
  ％ 計画比 94.4 107.1 － 

  

派遣人数 
人 

計画 690 735 780 750 770 790 

  実績 741 710 117  
  ％ 計画比 107.4 96.6 － 

 

②手話通訳者設置事業 
人 

計画 1 1 1 1 1 1 

 実績 1 1 １  
 ％ 計画比 100.0 100.0 － 

(7)日常生活用具給付等事業 
件 

計画 4,790 4,855 4,920 5,026 5,042 5,058 

実績 4,967 4,966 928 
 

％ 計画比 103.7 102.3 － 

 

①介護・訓練支援用具 
件 

計画 27 28 29 32 36 40 

 実績 20 24 5 
 

 ％ 計画比 74.1 85.7 － 

 

②自立生活支援用具 
件 

計画 81 84 87 50 50 50 

 実績 47 43 14 
 

 ％ 計画比 58.0 51.2 － 

 

③在宅療養等支援用具 
件 

計画 67 68 69 60 60 60 

 実績 60 39 17 
 

 ％ 計画比 89.6 57.4 － 

 

④情報・意思疎通支援用具 
件 

計画 80 82 84 128 138 148 

 実績 88 108 7 
 

 ％ 計画比 110.0 131.7 － 

 

⑤排せつ管理支援用具 
件 

計画 4,580 4,660 4,740 4,746 4,747 4,748 

 実績 4,743 4,744 883 
 

 ％ 計画比 103.6 101.8 － 

 

⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

件 
計画 20 21 22 10 11 12 

 実績 9 8 2 
 

 ％ 計画比 45.0 38.1 － 

※ 令和２年度は４月から７月までの実績の合計のため、計画比は算出しない。 
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（か所、人、件、時間、回／年） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

(8)手話通訳者養成研修事業         

 

手話通訳者認定試験合格者数 
人 

計画 3 3 3 3 3 3 

 実績 1 0 3 
 

 ％ 計画比 33.3 0.0 100.0 

(9)点字奉仕員養成研修事業         

 

点字講習会（中級）修了者数 
人 

計画 12 12 12 12 12 12 

 実績 4 7 0 令和２年度は新型コロナウイルス

感染拡大予防のため講習会中

止 
 ％ 計画比 33.3 58.3 0.0 

(10)移動支援事業         

 

実利用者数 
人 

計画 410 420 430 414 427 440 

 実績 375 388 231 
 

 ％ 計画比 91.5 92.4 － 

 

支給決定者数 
人 

計画 630 640 650 764 865 966 

 実績 491 562 609 
 

 ％ 計画比 77.9 87.8 － 

 

延べ利用時間数 
時間 

計画 44,280 45,360 46,440 45,313 46,238 47,163 

 実績 42,538 43,463 9,493 
 

 ％ 計画比 96.1 95.8 － 

(11)地域活動支援センター         

 

実施か所数 
か所 

計画 5 5 5 5 5 5 

 実績 5 5 5 
 

 ％ 計画比 100.0 100.0 － 

 

実利用者数 
人 

計画 2,500 2,570 2,640 2,997 2,997 2,997 

 実績 3,908 2,086 333 
 

 ％ 計画比 156.3 81.2 － 

※ 令和２年度は４月から７月までの実績の合計のため、計画比は算出しない。 
※ （８）手話通訳者養成研修事業の令和２年度欄は認定試験の実施が年度末であることから、計画値を計上

しています。 
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（か所、人、件、時間、回／年） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

(6)意思疎通支援事業 

 ①手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

  

実利用者数 
人 

計画 54 56 58 64 66 68 

  実績 51 60 32  
  ％ 計画比 94.4 107.1 － 

  

派遣人数 
人 

計画 690 735 780 750 770 790 

  実績 741 710 117  
  ％ 計画比 107.4 96.6 － 

 

②手話通訳者設置事業 
人 

計画 1 1 1 1 1 1 

 実績 1 1 １  
 ％ 計画比 100.0 100.0 － 

(7)日常生活用具給付等事業 
件 

計画 4,790 4,855 4,920 5,026 5,042 5,058 

実績 4,967 4,966 928 
 

％ 計画比 103.7 102.3 － 

 

①介護・訓練支援用具 
件 

計画 27 28 29 32 36 40 

 実績 20 24 5 
 

 ％ 計画比 74.1 85.7 － 

 

②自立生活支援用具 
件 

計画 81 84 87 50 50 50 

 実績 47 43 14 
 

 ％ 計画比 58.0 51.2 － 

 

③在宅療養等支援用具 
件 

計画 67 68 69 60 60 60 

 実績 60 39 17 
 

 ％ 計画比 89.6 57.4 － 

 

④情報・意思疎通支援用具 
件 

計画 80 82 84 128 138 148 

 実績 88 108 7 
 

 ％ 計画比 110.0 131.7 － 

 

⑤排せつ管理支援用具 
件 

計画 4,580 4,660 4,740 4,746 4,747 4,748 

 実績 4,743 4,744 883 
 

 ％ 計画比 103.6 101.8 － 

 

⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

件 
計画 20 21 22 10 11 12 

 実績 9 8 2 
 

 ％ 計画比 45.0 38.1 － 

※ 令和２年度は４月から７月までの実績の合計のため、計画比は算出しない。 
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（か所、人、件、時間、回／年） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

(12)福祉ホームの運営         

 

実利用者数 
人 

計画 1 1 1 1 1 1 
 実績 1 1 1  
 ％ 計画比 100.0 100.0 － 
 

延べ利用回数 
回 

計画 365 365 365 365 365 366 
 実績 365 366 122  
 ％ 計画比 100.0 100.0 － 

(13)訪問入浴サービス         

 

実利用者数 
人 

計画 40 40 40 34 37 40 
 実績 31 28 28  
 ％ 計画比 77.5 70.0 － 
 

延べ利用回数 
回 

計画 1,480 1,480 1,480 1,178 1,208 1,238 
 実績 1,163 1,118 348  
 ％ 計画比 78.6 75.5 － 

(14)日中一時支援         

 

実利用者数 
人 

計画 85 90 95 72 72 72 
 実績 72 71 52  
 ％ 計画比 84.7 78.9 － 
 

延べ利用回数 
回 

計画 1,700 1,800 1,900 1,340 1,340 1,340 
 実績 1,334 1,339 155  
 ％ 計画比 78.5 74.4 － 

※ 令和２年度は４月から７月までの実績の合計のため、計画比は算出しない。 
 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

(15)レクリエーション活動等支援  
計画 有 有 有 有 有 有 

実績 有 有 無  

(16)視覚障害者向け広報等 

読み上げ機能 

 計画 有 有 有 有 有 有 

実績 有 有 有  

(17)自動車運転免許取得助成 人 
計画 5 6 7 3 4 5 

実績 2 2 2  

(18)自動車改造助成 件 
計画 6 6 6 6 6 6 

実績 5 7 1  

※ 令和２年度は７月時点の実績。 
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②②  見見込込量量確確保保ののたためめのの方方策策 

相談支援事業及び地域活動支援センターについては、現在の実施か所数を維持します。

また、関係機関と連携しながら、機能の充実を図ります。 

意思疎通支援事業、日常生活用具給付等事業及び移動支援事業、訪問入浴サービスに

ついては、増加すると見込んだ量を確保するため、提供体制を確保します。 

手話通訳者養成研修事業及び点字奉仕員養成研修事業は、引き続き実施し、人材の育

成に努めます。 
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（か所、人、件、時間、回／年） 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

(12)福祉ホームの運営 
        

 

実利用者数 
人 

計画 1 1 1 1 1 1 
 実績 1 1 1  
 ％ 計画比 100.0 100.0 － 
 

延べ利用回数 
回 

計画 365 365 365 365 365 366 
 実績 365 366 122  
 ％ 計画比 100.0 100.0 － 

(13)訪問入浴サービス         

 

実利用者数 
人 

計画 40 40 40 34 37 40 
 実績 31 28 28  
 ％ 計画比 77.5 70.0 － 
 

延べ利用回数 
回 

計画 1,480 1,480 1,480 1,178 1,208 1,238 
 実績 1,163 1,118 348  
 ％ 計画比 78.6 75.5 － 

(14)日中一時支援         

 

実利用者数 
人 

計画 85 90 95 72 72 72 
 実績 72 71 52  
 ％ 計画比 84.7 78.9 － 
 

延べ利用回数 
回 

計画 1,700 1,800 1,900 1,340 1,340 1,340 
 実績 1,334 1,339 155  
 ％ 計画比 78.5 74.4 － 

※ 令和２年度は４月から７月までの実績の合計のため、計画比は算出しない。 
 

サービス名 単位 区分 

第５期 第６期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

(15)レクリエーション活動等支援  
計画 有 有 有 有 有 有 

実績 有 有 無  

(16)視覚障害者向け広報等 

読み上げ機能 

 計画 有 有 有 有 有 有 

実績 有 有 有  

(17)自動車運転免許取得助成 人 
計画 5 6 7 3 4 5 

実績 2 2 2  

(18)自動車改造助成 件 
計画 6 6 6 6 6 6 

実績 5 7 1  

※ 令和２年度は７月時点の実績。 
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